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第１章 調査概要 

 
第１節 調査の目的と概要 

 
１．調査の目的 

知的財産基本法において、国は、知的財産に関する内外の動向の調査及び分析を行い、必

要な統計その他の資料を作成することとされ、また同法に基づき設置された知的財産戦略本

部により 2010 年６月に取りまとめられた「知的財産推進計画 2010」では、国際標準化特

定戦略分野の国際競争力を向上するための戦略的な国際標準の獲得を通じた競争力強化を推

進し、知的財産マネジメントを産業横断的に強化することとされている。そのためには、技

術・市場の動向を世界規模で継続的に把握していく必要があり、そのための指標として知的

財産の１つである“特許”を用いることは非常に有効である。 
そこで、本調査では、主要な特許出願先国（地域）である日本、米国、欧州、中国、韓国

を中心に技術分野別の特許出願動向を詳細に調査し、技術開発や市場の観点から分析を行う

ことで、世界規模での技術・市場の動向及び企業の知財戦略の状況を把握する。 
これらの状況を把握することにより、国際標準の獲得を通じて競争力を強化し、知的財産

マネジメントを産業横断的に強化する上での企画立案や制度設計の基礎資料として活用でき

るとともに、企業活動においても、特許出願戦略の策定を支援するための有益な情報となり

得るものである。 
 

２．調査の概要 

平成 22 年度特許出願動向調査（マクロ調査）では、以下の項目について調査を行った。 
 
１）日本、米国、欧州、中国、韓国における出願動向等に関する調査（第２章） 
２）三極（日米欧）コア出願に関する調査（第３章） 
３）各国（地域）及び機関における上位出願者に関する調査（第４章） 
４）グローバル企業の各国（地域）への出願状況に関する調査（第５章） 
５）日本、米国、欧州、中国、韓国における特許出願動向に影響を与えると考えられる経

済動向等に関する調査（第６章） 
 
以上の調査結果を総合的に分析して、第７章に取りまとめた。 
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第２節 調査・解析方法 

 
１．特許情報取得のためのデータベースと留意事項 

本調査では特許情報を取得するためのデータベースとして、DERWENT WORLD 
PATENTS INDEX（作成元：トムソン・ロイター、以下 WPI という）、INPADOC 及び

PATOLIS（作成元：株式会社パトリス）を利用した。 
また、INPADOC または WPI のいずれかまたは両方の収録対象国ではあるが、調査時点

でデータの収録率が十分でない、インドネシア、タイ及びマレーシアの３ヵ国については、

株式会社情報管理研究社が提供するデータベース（アセアンパットニュース）を利用し、ベ

トナムについては、株式会社発明通信社を通じて現地より入手したデータを利用した。 
WPI では、優先権や発明者等の情報から同じ発明と特定された各国での公開（登録）特

許を１つのパテントファミリーとして構成し、これを１件としてカウントしている。そのた

め、例えば、国内優先権による複数の日本出願は原出願とまとめて１件としてカウントされ

る。 
また、日本出願１件を優先権の基礎として米国に２件の出願をした場合、優先権が同じで

あるので米国での２件の出願は、日本国籍出願人からの米国出願１件の扱いとなる。分割出

願や米国における一部継続出願、あるいは欧州における域内の複数国への出願等の場合、優

先権毎に WPI の１つのレコードの中に表記され、まとめて１件としてカウントされる。

WPI におけるこのようなファミリー単位でのカウントの仕方について留意が必要である

（１発明１ファミリー（１レコード）の考え方については、資料編５．参考資料を参照のこ

と）。 
さらに、WPI による出願人国籍については、ファミリーの中で最初に出願を行った国

（優先権主張に基づく出願においては優先権主張の基礎となった特許出願の出願先国（当該

基礎となった特許出願が複数ある場合には最先の基礎出願の出願先国））を出願人国籍とし

た。 
INPADOC についても１発明１ファミリーを１件としてカウントしているが、ファミリー

の考え方が WPI と異なり、PATOLIS 及び東南アジア諸国のデータベースにおいては、１

発明１出願としてカウントしていることに留意が必要である。 
この調査でいう欧州への出願とは、オーストリア、ベルギー、スイス、チェコ、ドイツ、

デンマーク、スペイン、フィンランド、フランス、イギリス、ハンガリー、アイルランド、

イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、ルーマニア、スウェーデ

ン、スロバキアへの出願及び EPC 出願とする。 
また、欧州国籍の出願とは、最先の優先権主張国がアルバニア、オーストリア、ベル

ギー、ブルガリア、クロアチア、キプロス、チェコ、デンマーク、エストニア、フィンラン

ド、フランス、ドイツ、ギリシア、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イタリア、

ラトビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、モナコ、オラン

ダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、サンマリノ、セルビア、スロバキ

ア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、スイス、マケドニア旧ユーゴスラビア、トル

コ、イギリス、及び EPC 出願である出願とする。 
ただし、優先権主張に基づく出願では優先権主張国（複数ある場合は最先の出願のもの）

をいう。 
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２．「日米欧中韓における出願動向等に関する調査」（第２章）のデータ取得方法 

日米欧中韓における出願動向に関して、特許出願件数及び特許登録件数について、全体及

び出願人国籍別について調査を行った。 
データベースには WPI を用いた。WPI を用いるのは、日米欧中韓を含む 44 の国（地

域）・機関が発行した公開特許公報（国（地域）によっては、特許公報）について、１発明

を１レコードとしてまとめるという方法で収録率がよく、日米欧中韓各国（地域）における

特許出願あるいは特許登録の調査に適しているからである。 
調査期間として、特許出願に関しては優先権主張年 2001 年から 2008 年とし、また特許

登録に関しては登録公報発行年 2001 年から 2009 年を設定した。 
また、日米欧中韓の出願動向における技術分野別解析として、WIPO（世界知的所有権機

関）が設定した、IPC（国際特許分類）を基準に作成された技術分野（第２章第２節参照）

に基づき、各国（地域）への特許出願件数及び特許登録件数について、それぞれ技術分野別

及び出願人国籍別について調査を行った。 
本調査のデータ取得は 2010 年 10 月から 11 月に実施した。 
 

３．「三極（日米欧）コア出願に関する調査」（第３章）のデータ取得方法 

日本、米国、欧州いずれかの国（地域）・機関になされた特許出願であって、その出願を

優先権の基礎にして他の２つの国（地域）・機関の両方に出願がなされたもの及び最初の出

願が PCT 出願であって、三極全てに国内移行しているものを三極コア出願と定義する（日

本国籍出願人の三極コア出願件数は、日本を優先権主張国として米欧の公報番号を有してい

る件数及び日本特許庁を受理官庁として最初に出願された PCT 出願であって、三極全てに

国内移行しているものの件数を合わせた件数であり、米国籍出願人の三極コア出願件数は、

米国を優先権主張国として日欧の公報番号を有している件数及び米国特許庁を受理官庁とし

て最初に出願された PCT 出願であって、三極全てに国内移行しているものの件数を合わせ

た件数であり、欧州国籍出願人の三極コア出願件数は、欧州を優先権主張国として日米の公

報番号を有している件数及び欧州特許庁を受理官庁として最初に出願された PCT 出願で

あって、三極全てに国内移行しているものの件数を合わせた件数である。ただし、受理官庁

としての WIPO 国際事務局に対して直接 PCT 出願され、三極に国内移行した場合について

は、この統計には含まれていない）。* 
データベースとしては WPI を用いており、優先権主張年 2001 年から 2007 年の各年毎

に、三極コア出願についての特許出願件数を出願人国籍（地域）別に取得した。 
本調査のデータ取得は 2011 年１月に実施した。 
 
*本年度の調査から、最初の出願が PCT 出願であって、三極全てに国内移行しているもの

についても、三極コア出願の対象として追加した。 
したがって、昨年度以前の報告書よりも三極コア出願件数が増加しているので、昨年以前

の報告書を合わせて利用される際には留意が必要である。 
 
 

４．「各国（地域）・機関における上位出願人に関する調査」（第４章）のデータ取得方法 

以下の２つの基準１），２）を満たす条件の下に選んだ 45 の国（地域）・機関について、
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2008 年の公開特許公報（国（地域）によっては、特許公報）から、データベースによる検

索あるいは現地のデータソースにより得た出願人情報について、出願人名称の名寄せ及び同

一として扱うべき出願人の一体化作業を行い、その結果を各国（地域）・機関毎に、公開

（登録）件数の多い順に並べ変えて上位 50 出願人のリストを作成した（同一件数の出願人

が 50 位に複数ある場合には 50 を超えて収録し、一方 50 位近辺で、件数が５以下の出願人

が多数続くような国については、50 位に満たなくても、件数の少ない多数の出願人の掲載

は省略することとした）。 
さらに、その業種、国（地域）について明らかにするとともに、上位出願人に共通する傾

向等を解析する。 
１）毎年の特許出願（または特許登録）件数が 1,000 件程度以上で、データの継続性及び

信頼性が確認できる国（地域）・機関（信頼できる機関のデータベースにてデータの確認が

できる国（地域）・機関）であって、2001 年以後のデータが取得可能な国（地域）・機関 
２）人口が 500 万人程度以上で、WTO（世界貿易機関）加盟国（地域） 
 
注： 45 の国（地域）・機関は以下のとおり 

日本、中国、韓国、香港、台湾、インド、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ベト
ナム、マレーシア、イスラエル、イギリス、オランダ、スイス、スペイン、ドイツ、フランス、ス
ウェーデン、ノルウェー、フィンランド、ウクライナ、スロバキア、チェコ、ハンガリー、ブルガ
リア、ポーランド、ロシア、ユーラシア特許庁、欧州特許庁、エジプト、南アフリカ、アフリカ地
域工業所有権機関、米国、カナダ、メキシコ、アルゼンチン、ブラジル、オーストラリア、ニュー
ジーランド、国際出願 

 
ただし、平成 19 年度から平成 21 年度の特許出願動向調査（マクロ調査）にて採用した

対象国において、本年度の調査期間では１）、２）の基準を満たさなくなった国（地域）に

ついても、分析のためのデータ継続性の観点から、データの信頼性に明らかな瑕疵がある場

合を除き、本年度も引き続き調査対象とした。 
対象となる公報は、原則として 2008 年に発行された公開特許公報（以下「公開」）また

は特許公報（以下「登録」）とし、平成 21 年度同様、公開制度を有する国（地域）・機関に

ついては公開件数を優先して調査した。 
また、本年度新たに調査対象として採用した機関についても、分析のためのデータ継続性

の観点から、2004 年から 2008 年の５年間を調査対象期間としている。 
さらに、データベースとしては、WPI、INPADOC 及び PATOLIS、他を用いた。 
本調査のデータ取得は 2010 年 10 月から 2011 年１月に実施した。 
 
上位出願人として得られた出願人については、可能な範囲で、公開（登録）件数、企業名

（英語表記）、企業名（日本語表記）、国（地域）（企業本社の所在地を企業の国籍として扱

う。不明な場合は優先権主張の基礎となる国（地域）で代用する場合がある）及び業種（日

本証券コード協議会の中分類を主とする、13 に分類した本調査独自のものを利用してい

る）の情報を記載した。 
 
 

５．「グローバル企業の各国（地域）への出願状況に関する調査」（第５章）のデータ取得

方法 

世界各国（地域）に進出しているような、いわゆるグローバル企業が、その特許出願にお
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いて、どのような国（地域）・機関にどの程度出願をしているかを調査することで、その傾

向を明らかにし、その傾向の原因について解析する。 
グローバル企業の選定方法は以下のとおり。 
 
１）基本グローバル企業群 
2005 年に出願公開された PCT 出願、欧州特許出願及び米国特許出願の各々における上位

100 位までの出願人ならびに 2005 年に出願公開された日本特許出願における上位 50 位ま

での出願人（いずれも企業及び研究機関を対象としている）。166 の企業（機関）が該当し

た。 
アジア 77 社、欧州 47 社、アフリカ０社、北米 41 社、オセアニア１社であった。 
各国（地域）別では、日本国籍 62 社、米国籍 40 社、ドイツ国籍 21 社、フランス国籍

10 社、韓国籍８社、オランダ国籍６社、スイス国籍及び台湾籍４社、インド国籍３社、イ

ギリス国籍及びスウェーデン国籍２社、中国籍、フィンランド国籍、カナダ国籍及びオース

トラリア国籍各１社である。 
本調査独自に設定した業種別では、エレクトロニクス 72 社、精密・医療機器 11 社、輸

送用機器・部品 18 社、機械・建設資材８社、鉄鋼・金属・鉱工業３社、印刷・紙４社、エ

ネルギー４社、化学・繊維 14 社、医薬 14 社、家庭用品・化粧品６社、食品２社、研究機

関 10 組織となる（本調査において、出願人の業種は、その事業内容・属性から、国際産業

分類（ISIC）をベースとする日本証券コード協議会の中分類を基に各業種の特許出願の多

少を考慮し、13 に再構成した本調査独自の業種を適用した）。 
 
２）追加グローバル企業群及び追加基準 
基本グローバル企業群の業種別の出願人数にばらつきがあり、食品、エネルギー、印刷・

紙、家庭用品・化粧品、鉄鋼・金属・鉱工業等の幾つかの業種では該当する企業数が少な

かったため、業種毎の出願傾向というよりも、個々の組織の傾向が強く反映される懸念が

あった。そのため、各業種に該当する出願人が 10 未満の業種または日本国籍の出願人が３

未満の業種については、以下の基準により対象出願人が 10 以上でかつ日本国籍の出願人が

３以上になるように追加した。 
ａ）各業種に該当する出願人が 10 未満の業種または日本国籍出願人が３未満の業種に属

する出願人について、PCT 出願、欧州特許出願、米国特許出願及び日本特許出願の上位

150 位までの上位から追加選択する。 
ｂ）日本国籍出願人が２以下の業種に属する出願人で、日本におけるその業種の国内売上

額が上位の出願人から選択する。 
ｃ）各業種における売上高（あるいは収入）、あるいは利益額が世界的に上位の企業で

あって、2007 年または 2008 年の国際出願、または欧州特許出願、米国特許出願及び日本

特許出願公開のいずれかが 25 件以上、あるいは合計が 40 件以上（ただし、自国の出願は

対象外）の企業から選択する。 
以上の「基本グローバル企業群」及び追加基準により選定されたグローバル企業を合わせ

た企業群を、本調査報告では「拡大グローバル企業群」と称し、「基本グローバル企業群」

または「拡大グローバル企業群」について、各種の調査・解析を行う。 
 



 

－ 6 － 

 
さらに、これらのグローバル企業について、その財務データと出願戦略の関係についても

解析する。その指標として、売上高、研究開発費、従業員数、営業利益率、売上総利益率、

純利益及び時価総額を設定している。これらのデータは、米国 S&P 社のデータベース

「COMPUSTAT」（S&P 社の登録商標）のデータを用い、特に断りのない限り 2007 年の決

算期のデータを用いた。 
本調査のデータ取得は 2010 年 11 月から 2010 年 12 月に実施した。 
 

６．「日米欧中韓における特許出願動向に影響を与えると考えられる経済、産業状況の調

査」（第６章）のデータ取得方法 

経済、産業規模の推移の指標として、研究開発費及び輸出入額の推移等の、特許出願動向

に影響を与えると考えられる経済、産業状況に関連するデータを取得し、特許出願に関する

データとの関係について調査・分析を行う。 
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第２章 日米欧中韓における出願動向等に関する調査 

 
第１節 出願件数収支 

 
日米欧中韓への出願件数に関する優先権主張年 2006 年の収支を図 2-1 に示す。この図に

おいて、円グラフの大きさは各国（地域）への出願件数に、また各国（地域）間に引かれた

矢印の太さは、各国（地域）籍出願人が、他の国（地域）へ出願した件数に比例している。 
日本及び韓国では自国籍出願人の出願が占める割合が高い。 
また、日本国籍出願人による他国（地域）への出願件数は、米国への出願が最も多く、以

下中国、欧州、韓国の順である。 
いずれの国（地域）との関係においても、中国籍出願人の他国（地域）への出願件数より

も、他国（地域）籍出願人からの中国への出願件数が多いことが把握できる。 
 

図 2-1 出願件数収支（日米欧中韓、優先権主張年 2006 年） 

日本国籍

23,530件

12.6%

米国籍

43,366件

23.3%欧州国籍

105,552件

56.7%

中国籍

1,832件

1.0%

韓国籍

5,312件

2.9% その他

6,702件

3.6%

欧州への出願

186,294件

その他

1,965件

1.3%

韓国籍

107,845件

73.3%

中国籍

416件

0.3%

欧州国籍

7,915件

5.4%

米国籍

13,158件

8.9%

日本国籍

15,856件

10.8%

韓国への出願

147,155件

日本国籍

29,536件

14.9%

米国籍

26,720件

13.5%

欧州国籍

20,565件

10.4%

中国籍

109,797件

55.3%

韓国籍

8,099件

4.1%

その他

3,922件

2.0%

中国への出願

198,639件

米国籍

25,200件

7.2%

欧州国籍

18,387件

5.3%

日本国籍

294,433件

84.3%

中国籍

932件

0.3%

韓国籍

5,683件

1.6%

その他

4,653件

1.3%

日本への出願

349,288件

日本国籍

52,833件

18.6%

米国籍

158,317件

55.9%

欧州国籍

36,601件

12.9%

中国籍

4,042件

1.4%

韓国籍

16,329件

5.8%

その他

15,223件

5.4%

米国への出願

283,345件

25,200件

932件
52,833件

5,683件

18,387件

23,530件

43,366件

36,601件

16,329件

4,042件

1,832件

5,312件

26,720件

29,536件

20,565件

13,158件

15,856件
7,915件

416件

8,099件
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第２節 技術分野別解析 

 
WIPO（世界知的所有権機関）が設定した IPC（国際特許分類）を基準に作成された技術

分野（IPC AND TECHNOLOGY CONCORDANCE TABLE 表 2-1）に基づいて、各国

（地域）への特許出願件数及び各国（地域）での登録件数について、技術分野別に解析した

結果を示す。 
 

表 2-1 技術分野 
分類 対応 IPC 

Ⅰ－電気工学 

電気機械、電気装置、電気エ

ネルギー 

F21, H01B, H01C, H01F, H01G, H01H, H01J, H01K, H01M, H01R, H01T, H02, H05B, 

H05C, H05F, H99Z 

音響・映像技術 G09F, G09G, G11B, H04N-003, H04N-005, H04N-009, H04N-013, H04N-015, H04N-

017, H04R, H04S, H05K 

電気通信 G08C, H01P, H01Q, H04B, H04H, H04J, H04K, H04M, H04N-001, H04N-007, H04N-

011, H04Q, H04W 

デジタル通信 H04L 

基本電子素子 H03 

コンピューターテクノロジー G06(G06Q を除く), G11C, G10L 

ビジネス方法 G06Q 

半導体 H01L 

Ⅱ－機器 

光学機器 G02, G03B, G03C, G03D, G03F, G03G, G03H, H01S  

計測 G01B, G01C, G01D, G01F, G01G, G01H, G01J, G01K, G01L, G01M, G01N(G01N-033 を

除く), G01P, G01Q, G01R, G01S; G01V, G01W, G04, G12B, G99Z 

生物材料分析 G01N-033 

制御 G05B, G05D, G05F, G07, G08B, G08G, G09B, G09C, G09D 

医療機器 A61B, A61C, A61D, A61F, A61G, A61H, A61J, A61L, A61M, A61N, A61P, H05G 

Ⅲ－化学 

有機化学､農薬 ((C07B, C07C, C07D, C07F, C07H, C07J, C40B) A61K を除く), A61K-008, A61Q 

バイオテクノロジー (C07G, C07K, C12M, C12N, C12P, C12Q, C12R, C12S) A61K を除く 

製薬 A61K(A61K-008 を除く) 

高分子化学、ポリマー C08B, C08C, C08F, C08G, C08H, C08K, C08L 

食品化学 A01H, A21D, A23B, A23C, A23D, A23F, A23G, A23J, A23K, A23L, C12C, C12F, 

C12G, C12H, C12J, C13D, C13F, C13J, C13K 

基礎材料化学 A01N, A01P, C05, C06, C09B, C09C, C09F, C09G, C09H, C09K, C09D, C09J, C10B, 

C10C, C10F, C10G, C10H, C10J, C10K, C10L, C10M, C10N, C11B, C11C, C11D, C99Z

無機材料、冶金 C01, C03C, C04, C21, C22, B22 

表面加工 B05C, B05D, B32, C23, C25, C30 

マイクロ構造、ナノテクノロ

ジー 

B81, B82 

化学工学 B01B, B01D-000, B01D-01, B01D-02, B01D-03, B01D-041, B01D-043, B01D-057, 

B01D-059, B01D-06, B01D-07, B01F, B01J, B01L, B02C, B03, B04, B05B, B06B, 

B07, B08, D06B, D06C, D06L, F25J, F26, C14C, H05H 

環境技術 A62D, B01D-045, B01D-046, B01D-047, B01D-049, B01D-050, B01D-051, B01D-052, 

B01D-053, B09, B65F, C02, F01N, F23G, F23J, G01T, E01F-008, A62C 

Ⅳ－機械工学 

ハンドリング機械 B25J, B65B, B65C, B65D, B65G, B65H, B66, B67 

機械加工器具 B21, B23, B24, B26D, B26F, B27, B30, B25B, B25C, B25D, B25F, B25G, B25H, 

B26B 

エンジン、ポンプ、タービン F01B, F01C, F01D, F01K, F01L, F01M, F01P, F02, F03, F04, F23R, G21, F99Z 

繊維、製紙 A41H, A43D, A46D, C14B, D01, D02, D03, D04B, D04C, D04G, D04H, D05, D06G, 

D06H, D06J, D06M, D06P, D06Q, D99Z, B31, D21, B41 

その他の特殊機械 A01B, A01C, A01D, A01F, A01G, A01J, A01K, A01L, A01M, A21B, A21C, A22, A23N, 

A23P, B02B, C12L, C13C, C13G, C13H, B28, B29, C03B, C08J, B99Z, F41, F42 

熱処理機構 F22, F23B, F23C, F23D, F23H, F23K, F23L, F23M, F23N, F23Q, F24, F25B, F25C, 

F27, F28 

機械部品 F15, F16, F17, G05G 

運輸 B60, B61, B62, B63B, B63C, B63G, B63H, B63J, B64 

Ⅴ－その他 
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分類 対応 IPC 

家具、ゲーム A47, A63 

その他の消費財 A24, A41B, A41C, A41D, A41F, A41G, A42, A43B, A43C, A44, A45, A46B, A62B, 

B42, B43, D04D, D07, G10B, G10C, G10D, G10F, G10G, G10H, G10K, B44, B68, 

D06F, D06N, F25D, A99Z 

土木技術 E02, E01B, E01C, E01D, E01F-001, E01F-003, E01F-005, E01F-007, E01F-009, 

E01F-01, E01H, E03, E04, E05, E06, E21, E99Z 

(2010 年 1 月末時点の改正まで反映) 
注： 本調査の検索では、IPC 第 7 版も考慮した検索式を用いた。 
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１．日米欧中韓への特許出願件数（出願先別） 

日米欧中韓への特許出願について、出願先別・技術分野別出願件数を図 2-2 に示す。 
日米欧中韓への出願件数合計では、「コンピューターテクノロジー」分野の件数が最も多

く、以下、「電気機械、電気装置、電気エネルギー」、「電気通信」、「音響・映像技術」、「医

療機器」分野と続いている。各国別では、日本への出願では「光学機器」分野が、米国への

出願では「コンピューターテクノロジー」分野が、欧州への出願では「医療機器」分野の出

願が、中国への出願では「コンピューターテクノロジー」分野が、韓国への出願では「半導

体」分野が最も多い。 
 

図 2-2 出願先国別出願件数（優先権主張年 2001 年から 2008 年の合計出願件数） 

373,70343,41844,55581,97571,586132,169土木技術

その他の消費財 88,363 68,807 53,694 36,864 36,033 283,761

家具、ゲーム 138,720 87,417 56,631 28,523 29,336 340,627

運輸 185,456 117,443 142,659 50,287 57,896 553,741

機械部品 139,551 86,918 99,559 45,784 29,607 401,419

熱処理機構 77,794 35,708 39,126 35,483 29,797 217,908

その他の特殊機械 145,324 94,095 85,228 62,042 42,280 428,969

繊維、製紙 157,869 69,631 52,540 44,656 22,927 347,623

エンジン、ポンプ、タービン 118,323 76,178 82,165 40,271 28,306 345,243

機械加工器具 100,793 73,147 63,762 46,159 30,666 314,527

ハンドリング機械 142,599 80,639 73,499 37,988 26,223 360,948

環境技術 83,593 38,655 38,829 32,696 24,017 217,790

化学工学 124,383 93,108 78,527 62,854 36,817 395,689

マイクロ構造、ナノテクノロジー 10,691 8,956 6,598 5,797 4,721 36,763

表面加工 133,697 98,406 60,176 55,906 39,916 388,101

無機材料、冶金 99,676 47,349 42,003 62,295 31,128 282,451

基礎材料化学 111,933 76,088 63,539 73,594 36,421 361,575

食品化学 37,066 25,451 21,169 41,613 20,776 146,075

高分子化学、ポリマー 105,095 55,211 45,370 47,889 30,042 283,607

製薬 81,452 110,665 87,653 104,299 35,199 419,268

バイオテクノロジー 31,974 43,334 28,610 28,872 11,177 143,967

有機化学､農薬 64,533 55,716 47,854 46,294 23,749 238,146

医療機器 186,478 215,866 160,739 138,229 51,463 752,775

制御 110,254 85,623 58,302 40,162 22,627 316,968

生物材料分析 30,525 37,440 29,315 16,349 6,390 120,019

計測 223,658 185,591 134,312 93,032 44,498 681,091

光学機器 332,890 166,214 65,543 82,497 83,888 731,032

半導体 252,584 198,267 64,244 82,900 128,393 726,388

ビジネス方法 76,914 61,582 20,694 15,777 30,276 205,243

コンピューターテクノロジー 327,077 413,865 143,266 140,103 110,779 1,135,090

基本電子素子 52,961 64,529 26,788 23,902 17,516 185,696

デジタル通信 82,812 129,412 70,595 84,919 45,064 412,802

電気通信 260,343 231,457 119,954 133,955 120,478 866,187

音響・映像技術 306,765 201,876 85,088 106,132 97,772 797,633

電気機械、電気装置、電気エネルギー 328,067 205,570 131,540 126,991 102,335 894,503

日本 米国

合計

欧州 中国 韓国出願先国

分野
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２．日米欧中韓での特許登録件数（登録先別） 

日米欧中韓での特許登録について、登録先別・技術分野別件数を図 2-3 に示す。 
日本では「電気機械、電気装置、電気エネルギー」分野が最も多く、米国では「コン

ピューターテクノロジー」分野が最も多い。欧州では「医療機器」分野が最も多く、中国で

は「コンピューターテクノロジー」分野、韓国では「半導体」分野が最も多い。 
 

図 2-3 登録先別特許登録件数（登録年 2001 年から 2009 年の合計特許登録件数） 

土木技術 70,930 49,564 64,780 16,757 28,284 230,315

153,74419,71416,26637,11443,42637,224その他の消費財

159,77814,82710,58236,42052,54445,405家具、ゲーム

336,12035,92320,113103,30689,91286,866運輸

247,42619,88320,43581,08264,04961,977機械部品

123,89418,70015,84628,70823,52937,111熱処理機構

273,10227,16327,85276,26167,48374,343その他の特殊機械

212,04516,79822,47354,86255,46962,443繊維、製紙

207,57518,66816,98756,19660,29855,426エンジン、ポンプ、タービン

204,91820,98021,64756,41054,17251,709機械加工器具

219,34416,40318,54963,77555,28165,336ハンドリング機械

126,81316,96914,64228,50828,34338,351環境技術

257,63925,32332,62370,17968,55760,957化学工学

15,1802,0591,8432,7965,9842,498マイクロ構造、ナノテクノロジー

210,30423,78324,86745,18058,48057,994表面加工

184,97822,18732,24439,24435,90655,397無機材料、冶金

222,83021,89034,59360,70456,77148,872基礎材料化学

76,83811,49314,51218,82015,82016,193食品化学

195,68820,04726,00249,89344,11655,630高分子化学、ポリマー

240,14918,19340,79481,40274,36425,396製薬

79,9317,28110,21421,49128,74112,204バイオテクノロジー

160,26515,09924,29945,56243,82831,477有機化学､農薬

397,64525,52752,447127,208131,11161,352医療機器

170,29313,35214,82338,78956,85646,473制御

70,8543,3145,16622,43927,59812,337生物材料分析

403,72127,88235,34394,072147,29299,132計測

382,39544,73740,19049,250128,957119,261光学機器

397,01778,36240,20136,512153,22188,721半導体

53,0538,7193,4146,30720,96613,647ビジネス方法

554,68961,99956,79277,242242,909115,747コンピューターテクノロジー

141,17914,71813,06824,36957,60931,415基本電子素子

216,63726,67129,42745,06777,99737,475デジタル通信

458,98868,44053,78784,204145,171107,386電気通信

432,49161,80452,26055,571140,481122,375音響・映像技術

495,55765,06556,72290,827150,140132,803電気機械、電気装置、電気エネルギー

韓国中国欧州

合計

米国日本出願先国

分野
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３．日米欧中韓への特許出願件数（出願人国籍別） 

日米欧中韓へ出願された出願人国籍別出願件数を図 2-4 に示す。 
日本国籍出願人による出願件数が最も多い分野は「光学機器」分野で、米国籍出願人によ

る出願件数が最も多い分野は「コンピューターテクノロジー」分野である。 
また、欧州国籍出願人では「運輸」分野、中国籍出願人では「医療機器」分野、韓国籍出

願人では「電気通信」分野が、出願件数の最も多い分野である。 
 

図 2-4 出願人国籍別出願件数（優先権主張年 2001 年から 2008 年の合計出願件数） 

313,060土木技術 124,576 49,179 65,317 29,896 38,284 5,808

204,8653,85728,17017,53036,05342,57376,682その他の消費財

275,9725,46323,84914,11340,46462,895129,188家具、ゲーム

392,3824,61645,96616,757101,68357,943165,417運輸

269,1714,71817,10816,63868,77440,728121,205機械部品

162,7552,68823,72220,79326,56018,67370,319熱処理機構

290,9655,40723,17630,35254,82353,450123,757その他の特殊機械

228,8582,59711,34816,92729,65526,006142,325繊維、製紙

220,9153,31017,65314,93350,53435,10699,379エンジン、ポンプ、タービン

214,2544,50618,52122,38042,92639,49086,431機械加工器具

257,4735,09815,16713,13052,75545,083126,240ハンドリング機械

158,8032,32117,24819,46224,11221,21074,450環境技術

244,8934,72717,86128,76545,50950,46997,562化学工学

19,6412,5572,7202,9764,2006,746マイクロ構造、ナノテクノロジー

220,3164,19812,57618,21527,04848,911109,368表面加工

184,6332,73916,15239,42721,20220,41584,698無機材料、冶金

210,8183,64513,36639,51129,94839,79784,551基礎材料化学

111,2361,67617,15933,21812,43916,19330,551食品化学

159,6272,0489,52118,80419,20825,17484,872高分子化学、ポリマー

226,8845,5529,83768,46735,44876,60330,977製薬

94,3221,9687,49320,16512,56530,24021,891バイオテクノロジー

134,8492,4059,50423,79326,21529,18743,745有機化学､農薬

438,9299,21717,94981,44271,043150,658108,620医療機器

213,6714,96413,41317,47632,24548,73796,836制御

65,3581,4272,3597,70111,88424,94417,043生物材料分析

437,3298,32024,38547,17072,225104,415180,814計測

467,5579,45951,47023,13024,35655,323303,819光学機器

441,30511,43485,41521,11323,72881,451218,164半導体

159,5542,65625,5826,2907,51548,04169,470ビジネス方法

736,67120,59872,99655,34454,471260,764272,498コンピューターテクノロジー

105,8253,7278,8355,80811,62633,27842,551基本電子素子

239,5146,61725,32644,57126,96578,40757,628デジタル通信

546,38612,72386,67159,48444,947123,353219,208電気通信

489,77815,20061,98931,36532,95174,443273,830音響・映像技術

574,48414,32064,48450,23669,78387,483288,178電気機械、電気装置、電気エネルギー

その他中国 韓国欧州

合計

米国日本出願人国籍

分野

442
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４．日米欧中韓での特許登録件数（出願人国籍別） 

日米欧中韓での出願人国籍別登録件数を図 2-5 に示す。 
日本国籍出願人による特許登録件数が最も多い分野は「音響・映像技術」分野であり、米

国籍出願人による登録件数が最も多い分野は「コンピューターテクノロジー」分野である。 
また、欧州国籍出願人では「運輸」分野、中国籍出願人では「医療機器」分野、韓国籍出

願人では「半導体」分野が、特許登録件数の最も多い分野である。 
 

図 2-5 出願人国籍別特許登録件数（登録年 2001 年から 2009 年の合計特許登録件数） 

222,014土木技術 75,945 45,267 60,453 9,439 26,352 4,558

143,4053,20617,4134,90433,38936,98247,511その他の消費財

152,5133,20913,8143,70532,97246,29652,517家具、ゲーム

314,8844,03429,8354,88595,00061,189119,941運輸

229,5593,90713,4005,65776,23346,28784,075機械部品

116,9332,03617,5466,72826,18619,16745,270熱処理機構

253,6105,13017,53310,39865,86462,54192,144その他の特殊機械

194,3522,90810,2515,80344,10439,13292,154繊維、製紙

192,8052,99513,2034,42652,81140,89978,471エンジン、ポンプ、タービン

190,6444,00314,1748,72052,93942,46468,344機械加工器具

204,1074,03810,5424,77661,45145,10378,197ハンドリング機械

119,4752,17713,7247,94925,62623,19746,802環境技術

237,2564,74015,03813,38266,79864,09973,199化学工学

13,9241,8978812,2814,8913,605マイクロ構造、ナノテクノロジー

192,0392,97711,3887,13835,59851,23883,700表面加工

171,1602,96014,02818,61234,08528,55072,925無機材料、冶金

203,1013,55010,79616,12751,30057,06964,259基礎材料化学

72,7421,69410,16410,54515,99216,29618,051食品化学

177,2112,0019,5808,66739,28644,69072,987高分子化学、ポリマー

214,6225,8287,66324,26563,60887,81225,446製薬

74,7871,7316,1976,71116,18429,66214,302バイオテクノロジー

145,3492,4147,69810,51546,00541,17137,546有機化学､農薬

362,7789,26112,30828,99694,713152,60364,897医療機器

159,3113,3619,6354,67633,11544,76263,762制御

64,8741,7361,8682,09616,07430,75312,347生物材料分析

377,2457,10020,12815,97783,992121,323128,725計測

352,7836,19936,1549,57333,67569,433197,749光学機器

367,2617,65663,3569,71330,00393,028163,505半導体

50,5981,0277,1516014,06919,35818,392ビジネス方法

517,17810,50651,42219,35056,658202,980176,262コンピューターテクノロジー

129,1072,76811,4282,47520,86443,37848,194基本電子素子

199,1993,45322,26613,48933,81876,24649,927デジタル通信

424,4047,17561,94217,85564,318120,232152,882電気通信

396,0828,47150,97010,05139,33282,064205,194音響・映像技術

459,7419,37152,68617,08480,73595,792204,073電気機械、電気装置、電気エネルギー

その他中国 韓国欧州

合計

米国日本出願人国籍

分野

369

 
データベース：WPI 

注： 本調査の実施時、WPI において優先権主張年 2007、2008 年の収録データが十分でない可能性が

あるため注意が必要である。 
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５．日米欧中韓への日本国籍出願人の特許出願件数 

 
日本国籍出願人が日米欧中韓に対して優先権主張年 2001 年から 2008 年に出願した技術

分野別出願件数を、2001 年の出願件数を 1 とした場合の技術分野別比率で示したものを図

2-6 に示す。「マイクロ構造、ナノテクノロジー」分野の伸びが著しい。 
 

図 2-6 2001 年の出願件数を 1 とした日本国籍出願人による 
日米欧中韓への技術分野別比率推移 

（優先権主張年 2001 年から 2008 年） 

0.630.720.770.820.891.00土木技術 0.58 0.54

0.51その他の消費財 1.00 0.87 0.86 0.82 0.74 0.63 0.58

0.67家具、ゲーム 1.00 0.98 0.94 0.92 0.87 0.81 0.75

1.02運輸 1.00 0.96 1.06 1.07 1.07 1.03 1.05

0.72機械部品 1.00 0.90 0.87 0.88 0.84 0.83 0.76

0.70熱処理機構 1.00 0.95 0.89 0.82 0.73 0.71 0.69

0.54その他の特殊機械 1.00 0.89 0.77 0.73 0.69 0.63 0.60

0.67繊維、製紙 1.00 0.99 0.95 0.94 0.95 0.78 0.70

0.85エンジン、ポンプ、タービン 1.00 0.93 0.98 0.97 0.91 0.89 0.84

0.64機械加工器具 1.00 0.89 0.83 0.77 0.74 0.68 0.65

0.58ハンドリング機械 1.00 0.91 0.84 0.80 0.76 0.66 0.61

0.53環境技術 1.00 0.91 0.85 0.80 0.70 0.63 0.58

0.58化学工学 1.00 0.91 0.86 0.81 0.77 0.71 0.65

1.26マイクロ構造、ナノテクノロジー 1.00 1.41 1.73 1.82 1.92 1.71 1.47

0.70表面加工 1.00 0.97 0.96 0.92 0.90 0.85 0.78

0.63無機材料、冶金 1.00 0.94 0.89 0.84 0.80 0.73 0.67

0.62基礎材料化学 1.00 0.93 0.85 0.86 0.82 0.78 0.72

0.59食品化学 1.00 0.99 0.97 1.00 0.94 0.84 0.70

0.61高分子化学、ポリマー 1.00 0.91 0.81 0.82 0.81 0.68 0.66

0.52製薬 1.00 0.98 1.00 1.02 0.97 0.84 0.76

0.65バイオテクノロジー 1.00 1.02 1.09 1.05 1.06 0.89 0.82

0.61有機化学､農薬 1.00 0.96 0.89 0.89 0.83 0.79 0.71

0.76医療機器 1.00 0.99 1.01 1.05 0.99 0.88 0.84

0.64制御 1.00 0.85 0.80 0.83 0.79 0.76 0.70

0.47生物材料分析 1.00 0.96 0.90 0.83 0.81 0.64 0.61

0.78計測 1.00 0.92 0.93 0.94 0.92 0.88 0.85

0.79光学機器 1.00 0.98 0.98 1.00 1.01 0.91 0.85

0.83半導体 1.00 1.00 1.00 0.97 0.99 0.92 0.88

0.30ビジネス方法 1.00 0.70 0.54 0.47 0.44 0.38 0.33

0.65コンピューターテクノロジー 1.00 0.87 0.84 0.86 0.83 0.76 0.70

0.67基本電子素子 1.00 0.90 0.95 0.92 0.88 0.81 0.73

0.54デジタル通信 1.00 0.93 0.90 0.91 0.88 0.81 0.69

0.74電気通信 1.00 0.92 0.88 0.89 0.92 0.84 0.79

0.67音響・映像技術 1.00 0.89 0.90 0.95 0.91 0.83 0.77

0.85電気機械、電気装置、電気エネルギー 1.00 0.97 0.96 0.96 0.92 0.90 0.88

20082001 2002 2003 2004 2005 2006 2007優先権主張年

分野
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６．日米欧中韓への米国籍出願人の特許出願件数 

 
米国籍出願人が日米欧中韓に対して優先権主張年 2001 年から 2008 年に出願した技術分

野別出願件数を、2001 年の出願件数を 1 とした場合の技術分野別比率で示したものを図 2-
7 に示す。多くの分野が概ね横ばい傾向にあるが、「生物材料分析」、「デジタル通信」、「マ

イクロ構造、ナノテクノロジー」、「繊維、製紙」分野に比較的大きな減少傾向が見られる。 
 

図 2-7 2001 年の出願件数を 1 とした米国籍出願人による 
日米欧中韓への技術分野別比率の推移 
（優先権主張年 2001 年から 2008 年） 

0.841.01土木技術 1.00 1.13 1.20 1.20 1.07 1.11

0.910.971.101.201.221.091.00その他の消費財 0.70

0.931.051.151.191.181.111.00家具、ゲーム 0.77

0.890.951.031.121.111.091.00運輸 0.72

0.971.000.981.031.081.031.00機械部品 0.77

0.971.051.041.211.101.031.00熱処理機構 0.86

0.820.890.941.031.031.031.00その他の特殊機械 0.60

0.620.710.891.070.961.031.00繊維、製紙 0.45

1.101.171.101.141.121.131.00エンジン、ポンプ、タービン 0.97

0.920.950.951.071.081.031.00機械加工器具 0.83

1.011.071.161.211.201.111.00ハンドリング機械 0.80

1.021.111.111.101.081.141.00環境技術 0.73

0.870.940.971.051.061.091.00化学工学 0.65

0.620.740.750.980.891.011.00マイクロ構造、ナノテクノロジー 0.48

0.981.061.141.191.171.171.00表面加工 0.81

0.800.930.961.041.071.051.00無機材料、冶金 0.55

0.901.001.001.061.081.061.00基礎材料化学 0.56

1.051.111.101.211.191.111.00食品化学 0.74

0.871.011.061.101.091.051.00高分子化学、ポリマー 0.55

0.851.041.091.131.091.071.00製薬 0.44

0.830.850.870.890.940.931.00バイオテクノロジー 0.56

0.820.920.970.991.011.021.00有機化学､農薬 0.56

1.071.231.181.161.151.091.00医療機器 0.72

0.931.141.161.131.031.001.00制御 0.75

0.530.640.690.720.820.901.00生物材料分析 0.28

0.870.961.041.071.061.031.00計測 0.62

0.680.770.860.960.950.931.00光学機器 0.50

0.840.921.011.091.111.071.00半導体 0.67

0.930.870.820.790.820.851.00ビジネス方法 0.80

1.081.141.151.161.081.001.00コンピューターテクノロジー 0.94

0.850.941.061.091.071.041.00基本電子素子 0.64

0.670.780.810.810.940.951.00デジタル通信 0.51

0.921.011.040.970.940.951.00電気通信 0.77

0.720.840.911.021.041.001.00音響・映像技術 0.59

0.961.061.091.161.141.051.00電気機械、電気装置、電気エネルギー 0.82

2007200620052004200320022001 2008優先権主張年

分野
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７．日米欧中韓への欧州国籍出願人の特許出願件数 

 
欧州国籍出願人が日米欧中韓に対して優先権主張年 2001 年から 2008 年に出願した技術

分野別出願件数を 2001 年の出願件数を 1 とした場合の技術分野別比率で示したものを図 2-
8 に示す。「マイクロ構造、ナノテクノロジー」分野での出願の伸びが著しい。 

 
図 2-8 2001 年の出願件数を 1 とした欧州国籍出願人による 

日米欧中韓への技術分野別比率の推移 
（優先権主張年 2001 年から 2008 年） 

0.911.04土木技術 1.00 1.00 1.04 1.12 1.11 1.13

1.091.241.201.191.131.071.00その他の消費財 0.93

1.031.131.141.121.061.011.00家具、ゲーム 0.82

1.251.301.251.251.151.051.00運輸 1.20

1.261.321.241.211.121.051.00機械部品 1.18

1.291.311.281.181.071.031.00熱処理機構 1.28

1.001.091.101.081.000.981.00その他の特殊機械 0.80

0.971.021.071.110.991.031.00繊維、製紙 0.76

1.351.301.211.221.131.041.00エンジン、ポンプ、タービン 1.34

1.141.201.131.161.091.041.00機械加工器具 0.96

1.061.201.171.191.081.051.00ハンドリング機械 0.87

1.141.271.201.141.121.071.00環境技術 1.06

1.051.111.101.041.021.021.00化学工学 0.82

1.821.892.061.761.501.261.00マイクロ構造、ナノテクノロジー 1.67

1.231.421.351.241.151.131.00表面加工 0.88

1.021.111.081.021.030.981.00無機材料、冶金 0.88

1.011.061.071.040.950.951.00基礎材料化学 0.72

0.941.020.980.990.951.021.00食品化学 0.57

0.981.081.081.050.991.021.00高分子化学、ポリマー 0.67

0.840.900.931.000.950.961.00製薬 0.42

0.960.960.920.940.880.991.00バイオテクノロジー 0.65

0.900.940.970.970.870.961.00有機化学､農薬 0.61

1.071.191.171.101.050.981.00医療機器 0.74

1.061.081.081.131.061.001.00制御 0.92

0.840.910.890.890.880.991.00生物材料分析 0.52

1.171.241.191.161.051.001.00計測 1.01

0.810.920.940.971.031.001.00光学機器 0.67

0.981.061.101.101.030.991.00半導体 0.91

0.780.760.770.670.760.751.00ビジネス方法 0.64

0.901.021.021.100.980.951.00コンピューターテクノロジー 0.70

0.720.840.941.040.970.971.00基本電子素子 0.56

0.891.021.021.040.970.961.00デジタル通信 0.66

0.770.860.940.960.900.931.00電気通信 0.61

0.931.011.101.141.131.011.00音響・映像技術 0.73

1.171.201.161.141.031.021.00電気機械、電気装置、電気エネルギー 1.07

2007200620052004200320022001 2008優先権主張年

分野

 
データベース：WPI 
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８．日米欧中韓への中国籍出願人の特許出願件数 

 
中国籍出願人が日米欧中韓に対して優先権主張年 2001 年から 2008 年に出願した技術分

野別出願件数を、2001 年の出願件数を 1 とした場合の技術分野別比率で示したものを図 2-
9 に示す。「マイクロ構造、ナノテクノロジー」分野を除く分野で増加傾向にある。 

 
図 2-9 2001 年の出願件数を 1 とした中国籍出願人による 

日米欧中韓への技術分野別比率の推移 
（優先権主張年 2001 年から 2008 年） 

6.885.68土木技術 1.00 2.03 3.70 3.18 3.82 4.53

4.173.833.162.712.361.831.00その他の消費財 4.92

5.714.433.612.702.211.581.00家具、ゲーム 6.83

5.133.922.912.582.061.471.00運輸 7.11

7.125.573.962.892.131.561.00機械部品 9.73

4.243.813.052.722.091.601.00熱処理機構 5.72

5.074.243.002.701.951.581.00その他の特殊機械 6.53

4.644.163.002.081.661.371.00繊維、製紙 5.59

6.024.413.402.902.191.721.00エンジン、ポンプ、タービン 7.32

7.696.044.162.531.981.681.00機械加工器具 10.73

5.564.162.852.011.801.451.00ハンドリング機械 6.72

4.283.422.572.021.901.401.00環境技術 5.77

4.873.942.762.021.831.461.00化学工学 6.00

0.510.350.280.190.110.051.00マイクロ構造、ナノテクノロジー 0.38

6.424.193.072.151.891.421.00表面加工 6.77

4.833.712.872.041.781.441.00無機材料、冶金 6.19

3.532.962.201.571.651.371.00基礎材料化学 3.97

3.112.622.091.511.591.261.00食品化学 3.88

4.063.442.411.801.731.421.00高分子化学、ポリマー 5.16

3.613.523.302.131.811.091.00製薬 3.94

2.962.321.871.421.381.081.00バイオテクノロジー 3.94

2.702.411.921.431.331.091.00有機化学､農薬 3.79

3.363.022.721.921.791.181.00医療機器 3.54

9.887.935.042.892.221.471.00制御 12.49

5.194.003.912.222.261.301.00生物材料分析 7.14

8.236.294.863.202.451.571.00計測 10.46

6.355.684.123.182.801.791.00光学機器 6.99

5.274.343.472.412.331.781.00半導体 5.24

7.597.134.592.791.621.441.00ビジネス方法 7.83

4.503.642.862.161.991.511.00コンピューターテクノロジー 5.60

5.473.342.842.261.961.391.00基本電子素子 5.35

14.3211.796.934.663.552.051.00デジタル通信 14.43

8.266.664.282.902.611.771.00電気通信 9.04

8.817.706.254.792.981.851.00音響・映像技術 9.28

6.855.263.962.882.281.491.00電気機械、電気装置、電気エネルギー 9.03

2007200620052004200320022001 2008優先権主張年

分野
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９．日米欧中韓への韓国籍出願人の特許出願件数 

 
韓国籍出願人が日米欧中韓に対して優先権主張年 2001 年から 2008 年に出願した技術分

野別出願件数を、2001 年の出願件数を 1 とした場合の技術分野別比率で示したものを図 2-
108 に示す。特に「マイクロ構造、ナノテクノロジー」、「音響・映像技術」、「光学機器」、

「電気機械、電気装置、電気エネルギー」、「生物材料分析」及び「土木技術」分野の伸びが

著しい。 
 

図 2-10 2001 年の出願件数を 1 とした韓国籍出願人による 
日米欧中韓への技術分野別出願件数比率の推移 

（優先権主張年 2001 年から 2008 年） 

3.052.93土木技術 1.00 1.09 1.32 1.73 2.25 2.55

1.751.551.681.621.391.201.00その他の消費財 1.90

2.041.751.721.631.411.191.00家具、ゲーム 2.15

1.521.431.261.331.251.031.00運輸 1.60

1.951.831.441.391.191.071.00機械部品 1.79

1.621.591.611.571.271.221.00熱処理機構 1.59

1.971.651.391.211.191.001.00その他の特殊機械 2.04

1.521.291.541.451.251.191.00繊維、製紙 1.39

1.161.030.900.991.040.911.00エンジン、ポンプ、タービン 1.29

1.471.201.010.870.950.971.00機械加工器具 1.46

1.881.721.491.381.231.131.00ハンドリング機械 2.18

1.761.541.391.221.131.091.00環境技術 1.88

2.292.031.721.421.040.971.00化学工学 2.37

5.414.093.342.301.801.671.00マイクロ構造、ナノテクノロジー 6.21

1.951.741.651.431.171.031.00表面加工 1.84

1.151.030.860.790.850.921.00無機材料、冶金 1.11

1.531.341.431.241.180.951.00基礎材料化学 1.40

1.291.101.051.121.181.121.00食品化学 1.13

1.451.481.331.171.150.901.00高分子化学、ポリマー 1.30

1.040.940.821.001.161.011.00製薬 1.00

1.801.621.281.181.171.151.00バイオテクノロジー 1.73

1.581.431.241.181.151.021.00有機化学､農薬 1.59

2.432.031.561.401.191.011.00医療機器 2.65

2.081.711.721.391.201.001.00制御 2.07

4.403.162.012.011.521.281.00生物材料分析 4.45

2.261.891.431.301.160.971.00計測 2.35

2.052.882.672.121.751.321.00光学機器 1.67

1.641.701.841.621.421.081.00半導体 1.52

1.630.970.860.940.820.631.00ビジネス方法 1.31

1.061.141.021.021.000.811.00コンピューターテクノロジー 0.93

1.611.671.601.491.311.211.00基本電子素子 1.26

1.691.591.581.431.141.021.00デジタル通信 1.20

1.691.822.202.011.601.141.00電気通信 1.56

2.022.572.732.331.781.241.00音響・映像技術 1.90

2.262.632.592.211.451.171.00電気機械、電気装置、電気エネルギー 2.13

2007200620052004200320022001 2008優先権主張年

分野

 
データベース：WPI 



 

－ 19 － 

第３章 三極（日米欧）コア出願に関する調査 

 
第１節 全体解析 

 
１．出願人国籍別の三極コア出願件数 

日本、米国、欧州の各国（地域）出願人国籍別の三極コア出願（三極のいずれかから三極

いずれにも出された出願）の出願件数推移を図 3-1 に示す。 
日本国籍出願人による三極コア出願は、年間 20,000 件を超えて推移している。 
ただし、2001 年から 2004 年までは増加傾向にあったが、2005 年以後はやや減少してい

る。米国籍出願人の三極コア出願件数は、2001 年から 2005 年にかけて増加し、2005 年に

は 25,000 件を超えている。欧州国籍出願人の三極コア出願件数は、2001 年から 2005 年ま

でほぼ横ばいであった。 
 

図 3-1 出願人国籍別の三極コア出願件数推移（優先権主張年 2001 年から 2007 年） 
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データベース：WPI 

注1： 三極コア出願は、日本、米国、欧州いずれかの国（地域）になされた特許出願であって、その出願
を優先権の基礎にして他の二極の両方に出願がなされたもの及び最初の出願がPCT出願であって、
三極全てに国内移行しているものとしている。日本国籍出願人の三極コア出願件数は、日本を優先
権主張国として米欧の公報番号を有している件数または日本特許庁を受理官庁として最初に出願さ
れたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和であり、米国籍出願人の三極コア出願件
数は、米国を優先権主張国として日欧の公報番号を有している件数または米国特許庁を受理官庁と
して最初に出願されたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和であり、欧州国籍出願
人の三極コア出願件数は、欧州を優先権主張国として日米の公報番号を有している件数または欧州
特許庁を受理官庁として最初に出願されたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和で
ある。ただし、受理官庁としてのWIPO国際事務局に対して直接PCT出願され、三極に国内移行し
た場合については、この統計には含まれていない。 

注2： 本調査の実施時、WPIにおいて優先権主張年2007年の収録データが十分でない可能性があるため
注意が必要である。 



 

－ 20 － 

２．出願人国籍別の三極コア出願件数比率 

優先権主張年 2001 年から 2007 年について、出願人国籍別の国内（域内）出願件数に対

する三極コア出願率を図 3-2 に示した。 
以下は、収録が不十分なために参考として示した優先権主張年 2007 年を除いたデータに

ついて記す。 
日本国籍の三極コア出願率は６％から８％（直接出願（パリ条約による優先権主張を伴う

出願）及び PCT 出願の合計）であり、緩やかに増加はしているものの、これは米国籍出願

人及び欧州国籍出願人の三極コア出願率（パリ条約による優先権主張を伴う出願）及び

PCT 出願の合計）の 13％から 17％に較べると半分程度の割合である。 
 

図 3-2 出願人国籍別の三極コア出願率（優先権主張年 2001 年から 2007 年） 
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【欧州国籍】 
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データベース：WPI 

注1： 三極コア出願（PCT出願）の比率：三極コア出願件数（ファミリー単位）のうち、国際公開
（WO）を有している三極コア出願件数を、国内（域内）出願件数（ファミリー単位）で割ったも
の。 

注2： 三極コア出願（直接出願（パリ条約による優先権主張を伴う出願））の比率：三極コア出願件数か
ら三極コア出願（PCT出願）の件数を引いた件数を、国内（域内）出願件数（ファミリー単位）で
割ったもの。 

注3： 三極コア出願以外の出願の比率：三極コア出願以外の出願件数（ファミリー単位）を、国内（域
内）出願件数（ファミリー単位）で割ったもの。 

注4： 本調査の実施時、WPIにおいて優先権主張年2007年の収録データが十分でない可能性があるため
注意が必要である。 

 
３．三極コア出願における日米欧以外の出願状況 

優先権主張年 2001 年から 2007 年の各年における三極コア出願において、日本、米国、

欧州に加えて、中国、韓国、インド、ブラジル及びロシアへ出願している特許出願につい

て、各年の出願件数推移について調査した結果を図 3-3 に示した。 
図 3-3 三極コア出願における他国への出願件数推移 
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データベース：WPI 

注： 本調査の実施時、WPIにおいて優先権主張年2006年及び2007年の収録データが十分でない可能性が
あるため注意が必要である。 
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第２節 技術分野別解析 

 
１．技術分野別に見た日米欧出願人国籍別の特徴 

図 3-4 に日米欧の出願人国籍別の技術分野別三極コア出願の出願件数を示した。 
また、日米欧の三極コア出願件数の差から、「日本の三極コア出願件数が大きく上回って

いる分野」と「欧米の三極コア出願件数が大きく上回っている分野」を以下の基準で選定し

て図 3-4 に示した。なお、解析対象はデータの収録が十分でかつ最新の優先権主張年 2006
年で示している。 

 
【日本の三極コア出願が大きく上回っている分野】 
米国籍出願人の三極コア出願件数に対する日本国籍出願人の三極コア出願件数の比率及び

欧州国籍出願人の三極コア出願件数に対する日本国籍出願人の三極コア出願件数の比率がと

もに 3／2（1.5）以上の分野。 
ただし、三極コア出願件数が極端に少ない分野は上記対象から除外している。 
 
【欧米の三極コア出願が大きく上回っている分野】 
日本国籍出願人の三極コア出願件数に対する米国籍出願人の三極コア出願件数の比率及び

日本国籍出願人の三極コア出願件数に対する欧州国籍出願人の三極コア出願件数の比率がと

もに 3／2（1.5）以上の分野。 
ただし、三極コア出願件数が極端に少ない分野は上記対象から除外している。 
 
注： 三極コア出願は、日本、米国、欧州いずれかの国（地域）になされた特許出願であって、その出願

を優先権の基礎にして他の二極の両方に出願がなされたもの及び最初の出願がPCT出願であって、
三極全てに国内移行しているものとしている。日本国籍出願人の三極コア出願件数は、日本を優先
権主張国として米欧の公報番号を有している件数または日本特許庁を受理官庁として最初に出願さ
れたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和であり、米国籍出願人の三極コア出願件
数は、米国を優先権主張国として日欧の公報番号を有している件数または米国特許庁を受理官庁と
して最初に出願されたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和であり、欧州国籍出願
人の三極コア出願件数は、欧州を優先権主張国として日米の公報番号を有している件数または欧州
特許庁を受理官庁として最初に出願されたPCT出願であって、三極に国内移行している件数の和で
ある。ただし、受理官庁としてのWIPO国際事務局に対して直接PCT出願され、三極に国内移行し
た場合については、この統計には含まれていない。 
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図 3-4 日米欧国籍出願人による技術分野別の三極コア出願件数（優先権主張年 2006 年） 
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データベース：WPI 

注： 日本国籍出願人の三極コア出願件数の多い技術分野順に、右から左に並べている。 
 
 
注： 本調査の実施時、WPIにおいて優先権主張年2007年の収録データが十分でない可能性があるため注

意が必要である。 
 
注： 本調査の実施時、WPIにおいて優先権主張年2007年の収録データが十分でない可能性があるため注

意が必要である。 
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２．日米欧出願人国籍別に見た技術分野別三極コア出願率 

出願人国籍別の技術分野別三極コア出願率を図 3-5 から図 3-7 に示す。 
技術分野別三極コア出願率とは、それぞれの技術分野において、日米欧それぞれの第１国

出願件数に対し、日米欧それぞれの三極コア出願が占める割合（技術分野別三極コア出願

率）である。 
なお、解析対象はデータの収録が十分でかつ最新の優先権主張年 2006 年で示している。 
 
１）日本国籍出願人の技術分野別三極コア出願率 
日本国籍出願人の出願件数では「電気機械、電気装置、電気エネルギー」、「コンピュー

ターテクノロジー」、「音響・映像技術」分野が全出願件数、三極コア出願件数ともに多い。

三極コア出願率では「生物材料分析」、「製薬」分野等のライフサイエンス関連が高い（図

3-5）。 
 

図 3-5 日本国籍出願人の技術分野別三極コア出願率（優先権主張年 2006 年） 
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データベース：WPI 

注1： 日本国籍出願人の三極コア出願件数の多い技術分野順に、右から左に並べている。 
注2： 技術分野別の三極コア出願率は、技術分野別の三極コア出願件数をWPIに収録されている技術分野

別のファミリー単位（発明単位）の件数で割ったもの。 
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２）米国籍出願人の技術分野別三極コア出願率 
米国籍出願人の出願件数では、「医療機器」分野の三極コア出願件数が多く、全出願件数

では「コンピューターテクノロジー」分野の出願件数が多い。三極コア出願率では、「マイ

クロ構造、ナノテクノロジー」、「高分子化学、ポリマー」、「製薬」、「基礎材料化学」、「無機

材料、冶金」の分野が高い（図 3-6）。 
 

図 3-6 米国籍出願人の技術分野別三極コア出願率（優先権主張年 2006 年） 
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注1： 米国籍出願人の三極コア出願件数の多い技術分野順に、右から左に並べている。 
注2： 技術分野別の三極コア出願率は、技術分野別の三極コア出願件数をWPIに収録されている技術分野

別のファミリー単位（発明単位）の件数で割ったもの。 
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３）欧州国籍出願人の技術分野別三極コア出願率 
欧州国籍出願人の出願件数では、「医療機器」分野の三極コア出願件数が多く、全出願件

数では「運輸」分野の出願件数が多い。三極コア出願率では、「高分子化学、ポリマー」、

「マイクロ構造、ナノテクノロジー」、「製薬」、「有機化学、農薬」及び「基礎材料化学」分

野が高い（図 3-7）。 
 

図 3-7 欧州国籍出願人の技術分野別三極コア出願率（優先権主張年 2006 年） 
 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

ビ

ジ

ネ

ス

方

法

マ

イ

ク

ロ

構

造

、

ナ

ノ

テ

ク

ノ

ロ

ジ

ー

基

本

電

子

素

子

食

品

化

学

熱

処

理

機

構

バ

イ

オ

テ

ク

ノ

ロ

ジ

ー

土

木

技

術

家

具

、

ゲ

ー

ム

生

物

材

料

分

析

そ

の

他

の

消

費

財

環

境

技

術

制

御

デ

ジ

タ

ル

通

信

繊

維

、

製

紙

音

響

・

映

像

技

術

無

機

材

料

、

冶

金

光

学

機

器

半

導

体

機

械

加

工

器

具

ハ

ン

ド

リ

ン

グ

機

械

電

気

通

信

エ

ン

ジ

ン

、

ポ

ン

プ

、

タ

ー

ビ

ン

高

分

子

化

学

、

ポ

リ

マ

ー

有

機

化

学

、

農

薬

そ

の

他

の

特

殊

機

械

機

械

部

品

表

面

加

工

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

ー

テ

ク

ノ

ロ

ジ

ー

基

礎

材

料

化

学

運

輸

化

学

工

学

電

気

機

械

、

電

気

装

置

、

電

気

エ

ネ

ル

ギ

ー

製

薬

計

測

医

療

機

器

三

極

コ

ア

出

願

比

率

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

出

願

件

数

三極コア出願件数

全出願件数

三極コア出願率

2006年

欧州の三極コア出願率の

上位５分野

欧州の三極コア出願率の上位５分野

 
データベース：WPI 

注1： 欧州国籍出願人の三極コア出願件数の多い技術分野順に、右から左に並べている。 
注2： 技術分野別の三極コア出願率は、技術分野別の三極コア出願件数をWPIに収録されている技術分野

別のファミリー単位（発明単位）の件数で割ったもの。 
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第４章 各国（地域）及び機関における上位出願人に関する調査 

 
45 の国（地域）及び機関において発行された公開特許公報または特許公報についての調

査結果から、日米欧中韓に加え、いわゆる BRICs を構成するインド、ブラジル及びロシア

の３ヵ国を加えた計８ヵ国について、公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願

人の地域別割合（日本、韓国、その他アジア、北米、欧州、その他）及び業種別割合を図

4-1 から図 4-16 に示す。 
【日本】 
図 4-1 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合 
（日本、2008 年）（左） 
図 4-2 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（日本、2008 年）（右） 
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【米国】 
図 4-3 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合 
（米国、2008 年）（左） 
図 4-4 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（米国、2008 年）（右） 
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【欧州特許庁】 
図 4-5 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合 
（欧州特許庁、2008 年）（左） 
図 4-6 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合 
（欧州特許庁、2008 年）（右） 
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【中国】 
図 4-7 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合 
（中国、2008 年）（左） 
図 4-8 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（中国、2008 年）（右） 
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【韓国】 
図 4-9 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合（韓国、2008 年）

（左） 
図 4-10 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（韓国、2008 年）（右） 
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【インド】 
図 4-11 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合（インド、2008
年）（左） 
図 4-12 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（インド、2008 年）（右） 
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【ブラジル】 
図 4-13 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める出願人の地域別割合（ブラジル、2008
年）（左） 
図 4-14 公開件数上位 50 出願人の合計公開件数に占める業種別割合（ブラジル、2008 年）
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【ロシア】 
図 4-15 登録件数上位 53 出願人の合計登録件数に占める出願人の地域別割合（ロシア、2008
年）（左） 
図 4-16 登録件数上位 53 出願人の合計登録件数に占める業種別割合（ロシア、2008 年）（右） 
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本調査を実施した 45 の国（地域）及び機関について、上位出願人に占める内国人出願比

率及び業種の傾向を以下に示す。なお、一部の国（地域）については、国（地域）及び業種

が特定できた出願人のみを考慮して特徴を記している場合がある。 
 
【上位出願人に占める内国人出願比率について】 
１）内国人出願比率の高い（40％以上）国（地域）・機関 

日本、韓国、台湾、オランダ、スイス、スペイン、ドイツ、フランス、スウェーデン、

フィンランド、ウクライナ、スロバキア、チェコ、ハンガリー、ブルガリア、ポーラン

ド、ロシア 
２）内国人出願比率の低い（10％以下）国（地域）・機関 

香港、インドネシア、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア、ノルウェー、ユーラ

シア特許庁、エジプト、南アフリカ、アフリカ地域工業所有権機関、カナダ、メキシコ、

アルゼンチン、ブラジル、オーストラリア、ニュージーランド 
 
【上位出願人の業種について】 
１）エレクトロニクスの出願人比率が高い（40％以上）国（地域）・機関 

日本、中国、韓国、香港、台湾、インド、シンガポール、マレーシア、イギリス、欧州

特許庁、米国、国際出願 
２）エレクトロニクス及び医薬の出願人比率が高い（ともに 20％以上）国（地域）・機関

インドネシア、フィリピン、ベトナム、カナダ、メキシコ、ブラジル 
３）医薬及び他の１業種（エレクトロニクス以外）の出願人比率が高い（ともに 20％以

上）国（地域）・機関 
ノルウェー 

４）医薬の出願人比率が高い（30％以上）国（地域）・機関 
イスラエル、ユーラシア特許庁、エジプト、南アフリカ、アフリカ地域工業所有権機関、

オーストラリア、ニュージーランド 
５）出願人が多業種に分散している（20％よりも高い業種なし）国（地域）・機関 

スペイン、ウクライナ、スロバキア、チェコ、ブルガリア、ポーランド 
６）機械・建設資材または輸送用機器・部品の出願人比率が高い（どちらかが 30％以上

または合わせて 50％以上）国（地域）・機関 
スイス、ドイツ、フランス、スウェーデン 

７）研究機関の出願人比率が高い（30％以上）国（地域）・機関 
スペイン、ウクライナ、ポーランド 
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第５章 グローバル企業の各国（地域）への出願状況に関する調査 

 
第１節 グローバル企業の財務等諸データと外国出願に関する出願動向解析 

 
拡大グローバル企業群（第１章第２節５．）に該当する企業を対象に、グローバル企業の

財務等諸データの中から選んだ売上高、研究開発費、従業員数、営業利益率、売上総利益

率、純利益率及び時価総額と、自国での公開（登録）を除く各国（地域）・機関における公

開（登録）件数の総数（以下総外国出願件数という）との関係を図 5-1 から図 5-8 に示す。 
 

図 5-1 グローバル企業の売上高と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 両軸とも対数で表現している。 
 

図 5-2 グローバル企業の研究開発費と総外国出願件数との関係 
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注： 両軸とも対数で表現している。 
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図 5-3 グローバル企業の従業員数と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 両軸とも対数で表現している。 
 
 

図 5-4 グローバル企業の営業利益率と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 縦軸を対数で表現している。 
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図 5-5 グローバル企業の売上総利益率と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 縦軸を対数で表現している。 
 
 

図 5-6 グローバル企業の純利益率と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 縦軸を対数で表現している。 
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図 5-7 グローバル企業の時価総額と総外国出願件数との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 両軸とも対数で表現している。 
 
 

図 5-8 外国出願 1 件当たりの研究開発費と売上総利益率との関係 
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データベース：WPI、INPADOC、COMPUSTAT 等 

注： 横軸を対数で表現している。 
 
各グローバル企業の売上高、研究開発費、従業員数、営業利益率、売上総利益率、純利益

率及び時価総額等の財務データと総外国出願件数との関係を見ると、業種に関わらず一定の

傾向があると考えられるもの、業種毎に異なる分布を示していることがうかがえるものが見

られるが、これらの関連性について検討するには、統計学的手法を用いる等、さらに十分な

検討が必要である。 
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第６章 特許出願動向に影響を与えると考えられる経済、産業状況の調査 

 
第１節 研究開発費と特許出願件数との関係 

 
各国（地域）における研究開発費と特許出願との関係について調査した結果を示す。 
なお、特許出願件数は特許庁年次報告書（2008 年版及び 2009 年版）のデータを、研究

開発費のデータは科学技術要覧（平成 22 年版）を用いている。 
研究開発費と内国人による特許出願件数との関係について、日本、米国、欧州、中国、韓

国の順に図 6-1 に示す。 
さらに、日米欧中韓における特許出願 1 件当たりの研究開発費（国全体）の推移を図 6-2

に示す。 
 
図 6-1 研究開発費と内国人による特許出願件数の関係（日本、米国、欧州、中国、韓国） 
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図 6-2 特許出願 1 件当たりの研究開発費（国全体）の推移（2002 年から 2006 年） 
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データ：特許庁年次報告書、科学技術要覧 

 
第２節 購買力平価（PPP）を考慮した GDP と特許出願との関係 

 
日米欧中韓それぞれにおける購買力平価（PPP）を考慮した GDP（単位十億ドル）と特

許出願件数との関係について、図 6-3 に示す。なお、特許出願件数は各国（地域）とも、内

外国人による特許出願件数である。 
 

図 6-3 購買力平価（PPP）を考慮した GDP と特許出願件数との関係 
（2003 年から 2007 年） 
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データ：特許庁年次報告書、IMF 
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日米欧中韓それぞれにおける購買力平価（PPP）を考慮した GDP（単位十億ドル）当た

りの特許出願件数推移について図 6-4 に示す。 
 

図 6-4 購買力平価（PPP）を考慮した GDP 当たりの特許出願件数の推移 
（2003 年から 2007 年） 
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データ：特許庁年次報告書、IMF 
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第３節 輸出額と特許出願件数との関係 

 
日本から米国、欧州、中国及び韓国への輸出額の推移と日本国籍出願人の米国、欧州、中

国及び韓国への特許出願件数（優先権主張年 2002 年から 2006 年）の推移との関係を図 6-
5 に示す。 

 
図 6-5 日本から米欧中韓への輸出額と特許出願件数との関係 

（優先権主張年 2002 年から 2006 年） 
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データ：本編第２部第１章のデータ、世界貿易マトリクス 
 

第４節 人口の伸び率と公開特許公報の発行件数の伸び率との関連性 

 
人口の伸び率（2004 年から 2007 年）と公開特許公報の発行件数の伸び率（2005 年から

2008 年）との関係を示したものを図 6-6 に示す。 
人口の伸び率が 1.5％以上の国を対象としている。公開特許公報の発行件数の伸び率につ

いては、発行年により発行件数の変動が大きい国が見られたため、４年間の公開特許公報の

発行件数から伸び率を算出して利用した。公開特許公報の発行件数のデータについては、第

４部第１章の調査結果に加えて平成 21 年度特許出願動向調査度報告書（マクロ調査）の調

査結果も利用した。 
また、参考として、図 6-7 に 2007 年の各国の人口分布図を示す。 
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図 6-6 人口の伸び率と公開特許件数の伸び率との関係（2004 年から 2008 年） 
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データ：本編第４部第１章、IMF 

 
図 6-7 各国（地域）の人口分布（2007 年） 

 
 5 百万人以下  5 百万－ 

1 千万人未満
 1 千万－ 

5 千万人未満  5 千万－ 
1 億人未満  1 億人以上 

 
データ：総務省統計局、国連、World Population Prospects（2008）を基に作成 
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第７章 今後のグローバル出願に向けて 

 
第１節 日米欧中韓における特許出願動向解析結果を踏まえて 

 
第２章から第６章までの結果から日米欧中韓における特許出願動向の注目点を記載する。 
 
（第２章から） 
日本国籍出願人による他国（地域）への出願件数は、米国への出願が最も多く、以下中

国、欧州、韓国の順である。 
いずれの国（地域）との関係においても、中国籍出願人の他国（地域）への出願件数より

も、他国（地域）籍出願人からの中国への出願件数が多い。 
日米欧中韓への出願について、出願人国籍別に出願件数が最も多い分野を見ると、日本国

籍出願人は「光学機器」分野、米国籍出願人は「コンピューターテクノロジー」分野、欧州

国籍出願人は「運輸」分野、中国籍出願人は「コンピューターテクノロジー」分野、韓国籍

出願人は「半導体」分野である。 
 
（第３章から） 
日米欧三極コア出願に関する解析によれば、米国籍出願人の三極コア出願が最も多く、増

加傾向にある。日本国籍出願人の三極コア出願は、米国籍出願人に次いで多い。欧州国籍出

願人の三極コア出願は緩やかな減少傾向にある。日本国籍出願人の三極コア出願件数比率

は、欧米国籍出願人の三極コア出願件数比率と比較して半分程度であり、出願ルート別に見

ると、パリルートの直接出願と PCT 出願ルートで概ね１：１の割合で、日本国籍出願人の

PCT 出願ルートの利用率は、欧米国籍出願人の PCT 出願ルートの利用率に比較して低い

が、2001 年以降は PCT 出願ルートの利用率が増加傾向にある。 
優先権主張年 2006 年の三極コア出願について、日本国籍出願人の三極コア出願件数が欧

米国籍出願人の三極コア出願件数を大きく上回っている分野は、「電気機械、電気装置、電

気エネルギー」、「音響・映像技術」、「光学機器」及び「運輸」の４分野であり、米国、欧州

国籍出願人による三極コア出願が日本国籍出願人の三極コア出願件数を大きく上回っている

分野は、「医療機器」及び「製薬」の２分野である。 
 
（第４章から） 
各国（地域）・機関への上位出願人についての検討では、内国人出願比率の高低あるいは

出願人の地域性についての特徴が見られ、また業種の情報からは、エレクトロニクスの比率

の高い国（地域）、医薬の比率の高い国（地域）、特定の業種の比率が高い国（地域）等の特

徴が見られる。 
 
（第５章から） 
各グローバル企業の売上高、研究開発費、従業員数、営業利益率、売上総利益率、純利益

率及び時価総額の財務データと総外国出願件数との関係を見ると、業種に関わらず一定の傾

向があると考えられるもの、業種毎に異なる分布を示していることがうかがえるものがある

が、これらの関連性について検討するには、統計学的手法を用いる等、さらに十分な検討が
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必要である。 
 
（第６章から） 
特許１件当たりの研究開発費の関係から、日本国籍出願人が米欧国籍出願人と比較して効

率的に特許を出願していることが分かる。 
 

第２節 今後のグローバル出願戦略検討に向けて 

 
グローバル出願戦略の例として、新たな国への出願の検討を以下に示す。 
まず、出願先候補の国が、生産拠点としての候補なのか、技術・製品の消費地としての候

補なのか、あるいは両方なのかを明らかにすることが重要である。 
そして、出願先候補の国が生産拠点の候補という場合には、工場等の立地に関連する情

報、法令に関する情報、雇用に関する情報の把握が必要になる。これらに関わる情報の一例

として、前章で示した賃金、高等教育の就学率、識字率あるいは人口に関連する情報が有効

と考えられる。そして、本調査結果を利用して、出願先候補の国における生産に関する技術

の出願動向や上位出願人等についての情報を把握するとともに、生産拠点で使用する技術に

関連する企業動向等を分析することにより、生産拠点で利用する技術に関する特許出願戦略

を検討する。 
次に、出願先候補の国が技術・製品の消費地としての候補という場合には、市場の大きさ

や、商品の購買力につながる所得（金融資産）等の情報の把握が必要になる。これらに関わ

る情報の例として、やはり人口、年齢別人口構成比率のデータ一部としての高齢者人口

（65 才以上）の占有比率、賃金ならびに購買力平価（PPP）を考慮した１人当たり GDP
のデータが有効と考えられる。ジニ（GINI）係数も有用と思われる。長期のトレンドを見

る観点から、人口の推移及び生産人口推移等も重要と考えられる。そして、本調査結果を利

用して、出願先候補の国における消費に係る技術・製品について出願動向や上位出願人等に

ついての情報を把握するとともに、消費に係る技術・製品に関連する企業動向等を分析する

ことにより、消費に係る技術・製品についての特許出願戦略を検討する。 
グローバル経済の進展の中でグローバル企業として企業活動を進展させていくためには、

多くの企業において、従来の枠組みにとらわれない新たな市場（マーケット）について検討

する必要があり、それは新たな国（地域）であり、新たな購買層であると考えられる。第４

章の結果からは、既に東南アジアにとどまらず、アフリカのエジプトや南アフリカ、あるい

は南米のアルゼンチンやブラジルの上位出願人に名を連ねる日本企業も見出せる。このよう

な企業の出願ポリシーについて検討することも有効と考えられる。 
なお、出願先候補の国が生産拠点・消費地いずれの場合においても、特許出願戦略を検討

する上では、知的財産制度及びその運用面について把握することが重要であることは言うま

でもない。 
このほか、本調査では直接扱っていない様々な観点・視点が存在し、また本調査において

得られたデータのみでは分析が困難な事象も多いと思われるが、今後のさらに深い分析を行

う際の視点設定のためにも、本調査結果が新たな外国出願計画策定等グローバル出願戦略検

討等の一助として活用されることを期待する。 
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